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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　クロスヘッド式大型過給型２サイクルディーゼル機関（１）であって、
　発電機（３２'）を駆動する排ガスタービン（３１'）と、
　電動モーター（１７'）によって駆動される給気圧縮機（１６'）と、　シリンダの下流
側で前記タービン（３１'）の高圧側に設けられる、前記排ガスから熱を抽出して前記排
ガス中に含まれるエネルギーを回収する熱交換器（２３）と、
を備え、前記タービンを出る排ガスの温度が外気温度未満になるまで、前記熱交換器（２
３）は、エネルギーを回収して該熱交換器（２３）を出る前記排ガスの温度を低下させる
ように構成され、それによって前記機関（１）は、外気を取り入れて外気より低い温度の
排ガスを放出する熱ポンプとして動作する、機関（１）。
【請求項２】
　前記機関（１）の運転条件が高い自由度で制御されうるように、前記発電機（３２'）
および前記電動モーター（１７'）の動作を制御する制御ユニットを更に備える、請求項
１に記載の機関。
【請求項３】
　前記発電機から発生した電力が、電力制御プログラム又はオペレータによる操作に従っ
て運転される前記制御ユニットによって取り扱われる、請求項１または２に記載の機関。
【請求項４】
　前記熱交換器は、蒸気を生成するために使用される、請求項１から３のいずれかに記載
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の機関。
【請求項５】
　前記発電機により生成される電気エネルギーの一部を蓄積する手段と、前記保存された
電気エネルギーを前記電動モーターに供給する手段と、をさらに備える、請求項４に記載
の機関。
【請求項６】
　前記発電機によって生成される前記電気エネルギーと、前記保存されたエネルギーとの
分配を制御する手段をさらに備える、請求項５に記載の機関。
【請求項７】
　前記熱交換器からの熱の補助によって生成される蒸気によって駆動される蒸気タービン
をさらに備える、請求項４から６のいずれかに記載の機関。
【請求項８】
　電力及び熱を発生させるために、熱併給発電プラントにおいて用いられるクロスヘッド
式過給型２サイクルディーゼル機関（１）であって、
　一列に並んだ複数のシリンダと、
　外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気システム（１０）であって、圧力
が外気を上回る給気を、給気導管（１１）および給気受け（２）経由で前記シリンダに供
給する圧縮機（９）を備える吸気システムと、
　前記複数のシリンダの列に並置され、該複数のシリンダの各々から排ガスを受ける排ガ
ス受け（３）と、
　排ガスによって駆動されるタービン（６）と、
　前記排ガス受けの内部または前記排ガス受けの下流側で、且つ前記タービン（６）の高
圧側に設けられる熱交換器（２３）であって、前記排ガスから熱を抽出する熱交換器（２
３）と、
を備え、前記熱交換器（２３）および前記タービン（６）は、前記タービンの低圧側にお
ける排ガス温度が外気未満となるように構成され、それによって前記機関（１）は、外気
を取り入れて外気より低い温度の排ガスを放出する熱ポンプとして動作する、機関（１）
。
【請求項９】
　外気未満の排ガス温度は、前記熱交換器を通る排ガスの温度低下を促進するための大容
量の熱交換器と、排ガスが前記タービン内で膨張する際に排ガスの温度の低下を促進する
ための小さな有効タービン面積と、によって得られる、請求項８に記載の機関。
【請求項１０】
　前記シリンダを出る排ガスの温度は４００℃から５００℃の間であり、排ガスボイラを
出る排ガスの温度は１１０℃未満であり、前記ボイラを出る排ガスの圧力は２バールを上
回る、請求項８に記載の機関。
【請求項１１】
　前記タービンおよび前記圧縮機は、ターボ過給機を形成するために、軸によって連結さ
れる、請求項８から１０に記載の機関。
【請求項１２】
　特に前記機関がその最大連続負荷において動作する際に、前記機関のシリンダに給気を
供給すべく前記タービンを補助する補助ブロアをさらに備える、請求項１１に記載の機関
。
【請求項１３】
　前記ボイラの下流にある前記ターボ過給機タービンへの排ガス流から分岐する排ガスに
よって駆動されるパワータービンをさらに備える、請求項１１または１２に記載の機関。
【請求項１４】
　前記熱交換器によって前記排ガスから抽出される熱で生成される蒸気によって、動力を
供給される蒸気タービンをさらに備える、請求項８から１３のいずれかに記載の機関。
【請求項１５】
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　前記圧縮機の高圧側に給気加湿ユニットをさらに備える、請求項８から１４のいずれか
に記載の機関。
【請求項１６】
　前記タービンを出る前記排ガスの圧力は外気圧力に等しい、あるいは外気圧力よりも若
干上回る、請求項８から１５のいずれかに記載の機関。
【請求項１７】
　前記タービンを出る前記排ガスの温度は、少なくとも前記機関がその最大連続負荷で稼
働している場合に外気温未満である、請求項８から１６のいずれかに記載の機関。
【請求項１８】
　前記タービンを出る前記排ガスの温度は、少なくとも前記機関がその最大連続負荷で稼
働している場合に、－５℃から－４０℃の間である、請求項８から１７のいずれかに記載
の機関。
【請求項１９】
　前記タービンの代わりに又は前記タービンと併用して使用される別のタービンをさらに
備え、前記別のタービンは、前記１つまたは複数のタービンの低圧側における排ガス温度
が外気を上回るように有効タービン面積を変更するべく設けられる、請求項８から１８の
いずれかに記載の機関。
【請求項２０】
　前記タービンは、様々な温度の排ガス温度で前記機関を動作させるために、有効タービ
ン面積が可変な種類のものである、請求項８から１９のいずれかに記載の機関。
【請求項２１】
　クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関（１）であって、
　外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気システム（１０）であって、圧力
が外気を上回る給気を前記機関のシリンダに供給するための圧縮機（９）を備える吸気シ
ステム（１０）と、
　排ガスによって駆動される、所定の有効タービン面積を有する第１のタービン（６）と
、
　排ガスによって駆動される、所定の有効タービン面積を有する第２のタービン（３１）
と、
　前記シリンダの下流側で前記タービン（６，３１）の高圧側に設けられる、前記排ガス
から熱を抽出する熱交換器（２３）と、
　前記タービン（６）の低圧側における排ガス温度を調節するために、片方または両方の
タービン（６，３１）を選択的に使用し、前記熱交換器（２３）によって抽出されるエネ
ルギー量を調節する手段と、
を備える、クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関。
【請求項２２】
　クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関（１）であって、
　一列に並んだ複数のシリンダと、
　外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気システム（１０）であって、圧力
が外気を上回る給気を、給気導管（１１）および給気受け（２）経由で前記機関（１）の
前記シリンダに供給する圧縮機（９）を備える吸気システム（１０）と、
　前記複数のシリンダの列に並置され、該複数のシリンダの各々から排ガスを受ける排ガ
ス受け（３）と、
　排ガスによって駆動される、有効タービン面積が可変のタービン（６）と、
　前記排ガス受けの内部または前記排ガス受けの下流側で、且つ前記タービン（６）の高
圧側に設けられる熱交換器（２３）であって、前記排ガスから熱を抽出して前記タービン
（６）の低圧側における排ガス温度が変化するように前記機関（１）を運転するための熱
交換器（２３）と、
を備え、前記有効タービン面積の変化は前記熱交換器（２３）によって抽出されるエネル
ギー量を調節する、機関。
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【請求項２３】
　クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関（１）を動作させる方法であって、前
記機関（１）が、
　一列に並んだ複数のシリンダと、
　外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気システム（１０）であって、圧力
が外気を上回る給気を、給気導管（１１）および給気受け（２）経由で前記機関（１）の
前記シリンダに供給する圧縮機（９）を備える吸気システム（１０）と、
　前記複数のシリンダの列に並置され、該複数のシリンダの各々から排ガスを受ける排ガ
ス受け（３）と、
　排ガスによって駆動される所定の有効タービン面積を有する第１のタービン（６）と、
　排ガスによって駆動される所定の有効タービン面積を有する第２のタービン（３１）と
、
　前記排ガス受けの内部または前記排ガス受けの下流側で、且つ前記タービン（６，３１
）の高圧側に設けられる熱交換器（２３）であって、前記排ガスから熱を抽出する熱交換
器（３２）とを備え、
　前記方法は、前記タービン（６，３１）のいずれか１つ以上の低圧側において様々な排
ガス温度が得られるように前記タービン（６，３１）を選択的に使用し、それによって前
記熱交換器（２３）によって抽出されるエネルギー量を調節することを含む、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関に関わる新規な構造に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　欧州特許第０４３４４１９号は、ターボ過給機の低圧側のボイラと、ターボ過給機の高
圧側のボイラとを組み合せることによって、熱エネルギーを排ガスから回収する大型２サ
イクルターボ過給型ディーゼル機関を開示している。機関負荷が低い時に、ターボ過給機
に排ガスを導く前の熱エネルギーの排ガスからの回収の程度は、ある割合の排ガスを上流
ボイラを迂回させて直接ターボ過給機に導くことによって減少する。しかしながら、排ガ
ス受けとターボ過給機のタービンとの間にボイラを配置すると、全体構造が、比較的大き
くなり、また複雑になる。さらに、排気弁とターボ過給機との間の流路の長さが増加する
ことによって、加速時におけるターボ過給機の反応が遅くなる。さらに、この機関は、熱
のみを回収するだけで、回収されたエネルギーを、回転力または電気などのより有用な形
式のエネルギーに変換する設備が存在しない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】ＥＰ０４３４４１９
【発明の概要】
【０００４】
　本発明の目的は、柔軟に動作し、かつ排ガスからの優れたエネルギー回収を有する、大
型２サイクルディーゼル機関を提供することにある。
【０００５】
　この目的は、発電機を駆動する排ガスタービンと、電動モーターによって駆動される給
気圧縮機と、タービンの高圧側に設けられる、排ガスから熱を抽出する熱交換器とを備え
る大型過給型２サイクルディーゼル機関を提供することによって、達成される。
【０００６】
　タービンを圧縮機に接続する軸がないことによって、機関の動作状態は、さらなる自由
度を有して制御可能であり、一方、タービンの高圧側における熱交換器の使用によって、
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排ガスに含まれるエネルギーの優れた回収が確実になる。
【０００７】
　好ましくは、この機関は、ターボ過給機を備えない。
【０００８】
　蒸気を生成するために熱交換器が使用可能である。
【０００９】
　前記機関は、発電機により生成される電気エネルギーの一部を蓄積する手段と、保存さ
れた電気エネルギーを電動モーターに供給する手段と、をさらに備えてもよい。
【００１０】
　好ましくは、前記機関は、発電機によって生成される電気エネルギーと、保存されたエ
ネルギーとの分配を制御する手段、を備えてもよい。
【００１１】
　前記機関は、熱交換器からの熱の補助によって生成される蒸気によって駆動される蒸気
タービンをさらに備えてもよい。
【００１２】
　好ましくは、熱交換器は、熱交換器の下流にあるタービンを出る排ガスの温度が外気温
度未満になる程度まで、熱交換器を出る排ガスの温度を低下させるように構成される。
【００１３】
　本発明のさらなる目的は、非常に高い燃料効率で、熱併給発電プラントにおいて使用可
能である燃焼機関を提供することにある。
【００１４】
　この目的は、熱併給発電プラントにおいて使用するための過給型内燃機関であって、外
気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気システムであって、圧力が外気を上回
る給気を、内燃機関のシリンダに供給するための圧縮機を備える吸気システムと、排ガス
によって駆動されるタービンと、タービンの高圧側に設けられる、排ガスから熱を抽出す
る熱交換器と、を備え、熱交換器およびタービンは、タービンの低圧側において、外気未
満の排ガス温度を得るように構成される、過給型内燃機関を提供することによって、達成
される。
【００１５】
　タービンの高圧側の排ガスボイラにおいて大量のエネルギーを抽出することによって、
また、比較的小さい有効タービン面積を有するタービンを使用することによって、タービ
ンにおける既に比較的冷たい排ガスが膨張するため、タービンの低圧側の排ガスの温度が
、はるかに外気を下回る。従って、燃焼機関自体は、その環境から低位エネルギーを抽出
して高位エネルギーに変える熱ポンプに変化する。１００％をはるかに超える総合燃料効
率を入手可能であり、非常に経済的で環境に優しい。排ガスの温度は、－４０°Ｃまで低
くなることが可能である。ゆえに、このような機関を使用する発電プラントの煙突を出る
排ガスは、雪または類似の結晶を含んでもよい。
【００１６】
　好ましくは、外気未満の排ガス温度は、熱交換器を通る排ガスの温度低下を促進するた
めの大容量の熱交換器と、タービンにおけるその膨張中に排ガスの温度の低下を促進する
ための小さな有効タービン面積と、によって得られる。
【００１７】
　好ましくは、シリンダを出る排ガスの温度は、４００℃から５００℃の間であり、排ガ
スボイラを出る排ガスの温度は、１１０℃未満であり、ボイラを出る排ガスの圧力は、２
バールを上回る。
【００１８】
　タービンおよび圧縮機は、ターボ過給機を形成するために、軸によって連結可能である
。この場合、機関は、排ガス流から、ボイラの下流にあるターボ過給機タービンに分岐す
る排ガスによって、駆動されるパワータービンをさらに備えてもよい。
【００１９】
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　好ましくは、機関は、圧縮機の高圧側に、給気加湿ユニットをさらに備えてもよい。
【００２０】
　好ましくは、タービンを出る排ガスの圧力は、外気圧力に等しい、あるいは外気圧力よ
りも若干上回る。
【００２１】
　好ましくは、タービンを出る排ガスの温度は、－５℃から－４０℃の間である。
【００２２】
　好ましくは、タービンを出る排ガスの温度は、少なくとも機関がその最大連続負荷で稼
働している場合に、外気未満である。
【００２３】
　好ましくは、タービンを出る排ガスの温度は、少なくとも機関がその最大連続負荷で稼
働している場合に、－５℃から－４０℃の間であってもよい。
【００２４】
　本発明のさらなる側面によると、外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気
システムであって、圧力が外気を上回る給気を、内燃機関のシリンダに供給するための圧
縮機を備える吸気システムと、排ガスによって駆動される所定の有効タービン面積を有す
る第１のタービンと、排ガスによって駆動される所定の有効タービン面積を有する第２の
タービンと、タービンの高圧側に設けられる、排ガスから熱を抽出する熱交換器と、ター
ビンの低圧側において異なる排ガス温度で機関を動作させるために、片方または両方のタ
ービンを選択的に使用する手段と、を備える、過給型燃焼機関が提供される。
【００２５】
　本発明の別の側面によると、外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気シス
テムであって、圧力が外気を上回る給気を、内燃機関のシリンダに供給するための圧縮機
を備える吸気システムと、排ガスによって駆動される可変有効タービン面積を有するター
ビンと、タービンの高圧側に設けられる、排ガスから熱を抽出する熱交換器と、を備える
、過給型燃焼機関が提供される。
【００２６】
　本発明のさらに別の側面によると、過給型燃焼機関を動作させる方法であって、過給型
燃焼機関は、外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気システムであって、圧
力が外気を上回る給気を、内燃機関のシリンダに供給するための圧縮機を備える吸気シス
テムと、排ガスによって駆動される所定の有効タービン面積を有する第１のタービンと、
排ガスによって駆動される所定の有効タービン面積を有する第２のタービンと、タービン
の高圧側に設けられる、排ガスから熱を抽出する熱交換器と、を備え、１つまたは複数の
タービンの低圧側において異なる排ガス温度を得るように、タービンを選択的に使用する
ことを含む、方法が提供される。
【００２７】
　本発明に従う過給型燃焼機関に関するさらなる目的、特徴、利点、および特性は、詳細
な説明より明らかになるだろう。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本願が開示する第１の機関構成に従う大型ターボ過給型ディーゼル機関の部分側
面図である。
【図２】図１の機関の縦断面図である。
【図３】本願が開示する第２の機関構成に従うエネルギー回収設備を有する大型ターボ過
給型ディーゼル機関を概略的に示す。
【図３Ａ】図３の機関の動作パラメータを示すグラフである。
【図４】本願が開示する第３の機関構成に従うエネルギー回収設備を有する大型ターボ過
給型ディーゼル機関を概略的に示す。
【図４Ａ】図４の機関の動作パラメータを示すグラフである。
【図５】本願が開示する第４の機関構成に従うエネルギー回収設備を有する大型ターボ過
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給型ディーゼル機関を概略的に示す。
【図５Ａ】図５の機関の動作パラメータを示すグラフである。
【図６】機関が熱ポンプとして動作する、本願が開示する別の機関構成を示す。
【図７】ターボ過給機を使用しないが、代わりに、電気的に連結されるタービンおよび送
風機が設けられる本願が開示するさらなる機関構成を示す。
【図８】排ガス再循環を使用する本願が開示する別の機関構成を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、添付図面を参照しながら、クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関の新
規な機関構成をいくつか紹介する。これらの機関構成のうち、本願請求項に係る発明に関
連するものは、第３の機関構成の変形例として段落００６８以降に説明されているものと
、第５及び第６の機関構成として説明されているものである。
【００３０】
　クロスヘッド型大型２サイクルディーゼル機関などの、大型ターボ過給型ディーゼル機
関の構造および動作については、それ自体よく知られているため、その内容においてさら
なる説明を必要としない。過給気システムおよび排ガスシステムに関するさらなる詳細に
ついて以下に提供する。
【００３１】
　図１は、本願が開示する大型２サイクルディーゼル機関１の上側部分に関する第１の機
関構成を示す。この機関には、相互に一列に配列される複数のシリンダが設けられる。各
シリンダには、そのシリンダカバーと連結する排気弁（図示せず）が設けられる。排気チ
ャネルは、排気弁によって開閉可能である。マニホールド管は、それぞれの排気チャネル
を排ガス受け３に連結する。排ガス受け３は、一列のシリンダに平行に配置される。マニ
ホールド管４０は、排ガス受け３に開口しており、また、排気導管は、排ガス受けからタ
ーボ過給機のタービンに通じる。非常に多数のシリンダ（例えば、１０本以上のシリンダ
）を備える機関において、排ガス受けは、２つ以上の部分（図示せず）に、長手方向に分
割されてもよい。
【００３２】
　本機関構成において、排ガス受け３は、図２に示されるように、着脱可能なカバー４４
が端部に設けられる円筒状のハウジング４２を有する。円筒状のハウジング４２には、熱
交換器２３が含まれ、排ガスは、この熱交換器を通って過熱蒸気を生成する。ゆえに、熱
交換器２３は、ボイラとしての役割を果たす。また、円筒状のハウジング４２には、マニ
ホールド管４０がその中で排ガスを放出する回収ダクト４６も含まれる。
【００３３】
　排ガス受けの円筒状のハウジング４２は、図２に示されるように、２つの熱交換器部分
５０ａおよび５０ｂと、回収ダクト部分４６ａおよび４６ｂとに分割され、それらは、排
ガスが排気導管を介して出る中央出口チャンバ５２に近接する。ゆえに、排ガス受け３の
構造は、その半径方向中心面に対して対称的である。
【００３４】
　熱交換器配置の両区域５０ａ、５０ｂは、連続的に配置され、かつそれ自体よく知られ
ているいくつかの熱交換要素を含む。これらの熱交換要素は、スペーサ４９によって分離
される。各区域５０ａ、５０ｂは、２つの熱交換要素５７ａ、５８ａ、５７ｂ、５８ｂを
含み、その各々は、円筒状のハウジングの長手方向軸に平行して、実線矢印に示されるガ
ス流の方向に延在する管を多数備える。それぞれの熱交換器部分５０ａおよび５０ｂの流
れ方向は、反対であり、かつ互いに対向している。
【００３５】
　偏って配置される熱交換器要素５７ａ、５８ａ、５７ｂ、５８ｂの断面輪郭は、円筒状
のハウジング４２の内周に接する弧状を呈する。弧状の部分は、組立て易くするために、
さらに小さな弧に分割されてもよい（図示せず）。
【００３６】
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　排ガス受け３の円筒状のハウジング４２には、熱交換器要素を排ガス受け３内部の残り
の断面から分離する隔壁６３が設けられ、排ガス受け内部の断面が、熱交換器要素を収容
するチャネルと、熱交換器要素５７ａ、５８ａ、５７ｂ、５８ｂを有するチャネルに排ガ
スを回収および誘導するチャネルとに分割される。
【００３７】
　後者のチャネル（マニホールド管４０が開口するチャネル）は、破線矢印の方向に排ガ
スを案内する。
【００３８】
　加熱要素は、加熱要素を収容するチャネルに格納可能である。長手方向外側の加熱要素
は、スペーサ４９によって内側の加熱要素から分離される。組立部品一式は、固定板６６
によって適所に保持される。
【００３９】
　回収チャネル４６ａ、４６ｂは、半径方向外側方向に開放する漏斗状の断面形状を有す
る。マニホールド管４０は、排ガスをそれぞれの回収チャネル４６ａ、４６ｂに送り込む
ように配置される。
【００４０】
　回収チャネル４６ａ、４６ｂは、回収チャネルの前端に連結される側壁６９によって、
中央出口チャンバ５２から分離される。回収チャネル４６ａ、４６ｂは、着脱可能なカバ
ー４４からある程度距離をおいて、それらの対向する端部で開放している。従って、逆方
向チャンバ７１ａ、７１ｂは、排ガス受けハウジング４２の端部の領域に形成される。逆
方向チャンバ７１ａ、７１ｂは、回収チャネル４６ａ、４６ｂを、熱交換器区分が収容さ
れるチャネルに連結する。このようにして、熱交換器要素を含むチャネルを介して、収容
チャネル４６ａ、４６ｂを出口チャンバに連結する流路が、出口チャンバ５２の両側に形
成される。それぞれの回収チャネル４６ａ、４６ｂにおけるマニホールド管４０を出る排
ガスは、図２において破線矢印で示されるように、逆方向チャンバ７１ａ、７１ｂにまで
流れ、そこから、実線矢印で示されるように、それぞれの熱交換器要素５７ａ、５８ａ、
５７ｂ、５８ｂを通って出口チャンバ５２まで流れる。
【００４１】
　従って、排ガス受け３のハウジング４２は、排ガスを収容する空洞と、熱エネルギーを
排ガスから回収するボイラとの両方を含むように機能する。排ガス受け内部にボイラを含
むことによって、排気ボイラと、排ガスボイラのハウジングとに必要な空間が節約可能に
なる。
【００４２】
　図３は、吸気および排気システムを備えるクロスヘッド型の大型ターボ過給型２サイク
ルディーゼル機関に関する第２の機関構成を示す。機関１は、給気受け２および排ガス受
け３を有する。排ガス受け３は、第１の機関構成に記載の種類のものであることが可能で
あるが、必ずしもその種類のものである必要はない。機関には、図示されていない排気弁
（シリンダ毎に１つ以上）が設けられる。機関１は、例えば、外航船の主機関として使用
されてもよく、あるいは発電プラントの発電機を動作させるための定置式機関として使用
されてもよい。機関の総出力は、例えば、５，０００ｋＷから１１０，０００ｋＷの範囲
であってもよいが、本願が開示する機関構成は、例えば、１，０００ｋＷ出力を有する４
サイクルディーゼル機関において使用されてもよい。
【００４３】
　給気は、給気受け２から個々のシリンダの掃気ポート（図示せず）に通される。排気弁
４が開放している場合、排ガス流は、マニホールド管を介して排気受け３に流れ、そこか
ら進んで、第１の排気導管５を介してターボ過給機のタービン６へ流れ、そのタービン６
から第２の排気導管７を介して流出する。タービン６は、軸８によって、空気入口１０に
関して設けられる圧縮機９を駆動する。圧縮機９は、加圧給気を給気受け２に通じる給気
導管１１に供給する。
【００４４】
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　導管１１における吸気はインタークーラー１２を通り、インタークーラー１２は、約２
００℃で圧縮機９を出る掃気を約３６℃の温度にまで冷却する。
【００４５】
　冷却された掃気は、（多くの場合、低負荷または部分負荷状態においてのみ）掃気流を
圧縮する、電気モーター１７によって駆動される補助ブロア１６を介して掃気受け２まで
到達する。高負荷時において、ターボ過給機の圧縮機９により供給される掃気は機関を動
作させるには十分の量であり、補助ブロア１６は停止している。この状態において、補助
ブロア１６は、導管１５によって迂回される。
【００４６】
　管型またはフィン型の熱交換器形式であることが好ましい第１のボイラ２３は、排ガス
の熱エネルギーを使用するタービン６の上流（例えば第１の排気導管５）に配置され、蒸
気を生成する。排ガス受け３に入る際の排ガスの温度は約４５５℃であり、第１のボイラ
２３に入る際の温度は、それよりもわずかに低くなるだけである。第１のボイラ２３は、
上記の第１の機関構成を参照して図示および説明されたように、排ガス受け３の一体型部
分であることが可能である。
【００４７】
　ボイラ２３の下流において、排気導管は分岐する。それによって、大部分の排ガスは引
き続き排気導管５を介してタービン６に向かい、少量の排ガスは、導管３０を介してパワ
ータービン３１に向かう。追加されたパワータービン３１は、発電機３２を駆動する。
【００４８】
　このようにして、排ガス流における余剰エネルギーは、電力、つまり高エクセルギーを
有するエネルギーに変換される。分岐してパワータービン３１に向かう排ガスの量は、導
管３０における可変流量調節器（図示せず）によって調節可能である。パワータービン３
１を出る排ガスは、第２の排気導管７に通じ、そこで主要排ガス流に再流入する。
【００４９】
　第２の排気導管７は、例えば管型またはフィン型の熱交換器を備える第２のボイラ２０
の入口へと排ガスを導く。第３の排気導管２１は、第２のボイラ２の出口から外部へと排
気を導く。外気に到達する前に、排ガスは、例えば、ＮＯｘレベルを低減するためのＳＣ
Ｒ反応器（図示せず）において浄化されてもよく、また、騒音公害を軽減するための消音
器（図示せず）を通ってもよい。
【００５０】
　第２のボイラ２０は、排ガス流における熱を使用して圧力下で蒸気を生成する。この段
階において、排ガス温度はシリンダを出る際の温度よりも低く、ターボ過給機のタービン
６の出口の温度は、典型的には２５０から３００℃の間の範囲である。
【００５１】
　導管２２は、第２のボイラ２０によって生成された蒸気を、第１のボイラ２３の入口に
導く。第１のボイラは、約４５０℃の温度の排ガスで加熱されることによって、第１のボ
イラ２３に入る水／蒸気を蒸発／過熱するための非常に効果的な媒体となる。
【００５２】
　過熱蒸気（ｓｕｐｅｒｈｅａｔｅｄ　ｓｔｅａｍ）は、導管３４を介して蒸気タービン
３７に導かれ、この蒸気タービン３７において、蒸気のエネルギーが回転機械力に変換さ
れる。蒸気タービン３７は電気エネルギーを生成する発電機３５を駆動する。この電気エ
ネルギーは、例えば、冷却設備に電力供給するために外航船上で使用可能であり、あるい
は定置式発電プラントにおいて生成される電力に付加可能である。本機関構成およびいか
なるその他の機関構成にも図示されないが、ボイラおよび蒸気タービンは、蒸気エネルギ
ーの分野において既知である凝縮器、冷却器、およびその他の構成要素を備える蒸気回路
の一部であることを理解されたい。
【００５３】
　ＭＡＮ　Ｂ＆Ｗ（登録商標）１２Ｋ９８ＭＥ機関を備える第２の機関構成の動作パラメ
ータに関する例を、以下の表１に提供する。これは、シリンダ内径が９８ｃｍのシリンダ
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を１２本備える機関である。ターボ過給機の圧縮機や、使用する可能性のある補助ブロア
は、約２５０００ｋＷのパワー入力を必要とすることに留意されたい。このエネルギーは
、排ガスから抽出されるか、および／または補助ブロアにより供給される。
【００５４】
　エネルギー方程式に基づき、システム全体からのエネルギー抽出に関する最適条件を決
定することが可能である。これは、ボイラの種類、蒸気タービンの種類、および大型２サ
イクルディーゼル機関の使用条件などの状況によって最終的に異なる。外航船における主
な焦点は、回転力の提供にあり、一方、定置式発電プラントにおける適用では、電気生成
と同様に熱生成（地域暖房のため）に焦点が置かれる。
【００５５】
　本システムは、種々の動作点で運転可能であり、第１のボイラ２３およびパワータービ
ン３１によって排ガスから抽出されるエネルギー量は可変である。
【００５６】
　ターボ過給機のタービン６の上流にある第１のボイラ２３において抽出されるエネルギ
ーによって、ターボ過給機のタービン６およびパワータービン３１で利用可能なエネルギ
ーが減少するが、第２のボイラ２０において抽出されるエネルギーによるターボ過給機お
よびパワータービン動力に対する影響は全くない。
【００５７】
　表１の例において、１０．０００ｋＷのエネルギー量が、第１のボイラ２３で抽出され
て蒸気タービン３７に供給される（この量は、本例のために任意で選択されており、その
他の量も図３Ａに示されるように選択されてもよい）。
【００５８】
　図３Ａは、第１のボイラ２３で抽出されたエネルギーの、異なる値に対する計算結果を
示すグラフである。このグラフは、機関の軸エネルギー（ｅｎｇｉｎｅ　ｓｈａｆｔ　ｐ
ｏｗｅｒ）の割合として、種々の構成要素のエネルギーを示し、本願に開示される機関構
成が、種々のサイズの機関に適用可能であるという事実を説明している。グラフにおいて
、ターボ過給機のタービン６の上流にある第１のボイラ２３において抽出されるエネルギ
ーが増加すると、パワータービンから抽出可能なエネルギーは減少することが分かる。最
適動作位置は、必要な動力の種類（熱または回転力／電気）に応じて決定可能である。
【００５９】
　電力および熱を供給する定置式発電プラントなどにおいて、熱および回転力の両方が必
要な場合、最適動作点は、第１のボイラ２３を介する最大エネルギー抽出に最も近くなる
。この動作点では、全負荷状態でも、補助ブロア１６を動作させる必要がある。
【００６０】
　外航船において必要とされる主要エネルギーは、推進力、つまりプロペラ（図示せず）
を駆動する回転力である。典型的には、船舶に必要とされる熱量は比較的少なく、一方、
必要とされる電力量は、船舶の種類によって異なる。ばら積み船では、必要とされる電力
量は比較的少ない。
【００６１】
　冷却する必要のある貨物を積むコンテナ船あるいは天然液化ガス船は、相当な量の電力
を必要とする。このような状況において、第１のボイラによって抽出される５．０００ｋ
Ｗから１０．０００ｋＷで動作することは、総合エネルギー効率の観点から利点となる。
【００６２】
　図４は、本願が開示する第３の機関構成を示す。この機関構成は、掃気冷却器１２ａが
異なる種類のものであること以外は、実質的に第２の機関構成に相当する。掃気冷却器は
、大量の水を注入および蒸発させるスクラバーである。注入された水は、比較的温かいこ
とが好ましく、例えば、海水（機関が外航船に設置されている場合）または河川水（機関
が河川付近の定置式発電プラントに設置されている場合）を、機関１の（水）冷却システ
ム（図示せず）からの廃熱で加熱する。スクラバー１２ａが動作することによって、スク
ラバー出口を出る空気の温度が約７０℃になり、かつ相対湿度が実質的に１００％になる
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。この掃気の絶対湿度は、第２の機関構成のインタークーラー１２を出る掃気よりも約５
倍高い。ゆえに、掃気に含まれるエネルギー量および排ガスに含まれるエネルギー量は、
大幅に増加する。従って、ボイラ２０、２３およびパワータービン３１による排ガスから
の抽出に利用可能なエネルギーがさらに存在することになる。
【００６３】
　ＭＡＮ　Ｂ＆Ｗ（登録商標）１２Ｋ９８ＭＥ機関を備える第３の機関構成の動作パラメ
ータに関する例を、以下の表１に提供する。
【００６４】
　この掃気状態を生成するためには、ターボ過給機の圧縮機や、使用する可能性のある補
助ブロアは、約２５０００ｋＷのパワー入力を必要とし、また、圧縮機出口の空気におい
て蒸発する７，５ｋｇ／ｓの水をさらに注入することを実現しなけれならない。
【００６５】
　このエネルギー（２５０００ｋＷ）は、排ガスにより抽出および／または補助ブロアに
よって供給されなければならない。
【００６６】
　この例において、１０．０００ｋＷは、第１のボイラ２３で抽出されて蒸気タービン３
７に供給される（この量は、本例のために任意で選択されており、その他の量も図４Ａに
示されるように選択されてもよい）。
【００６７】
　図４Ａは、第１のボイラの内部で引き抜かれるエネルギー量の、種々の値に対する計算
結果を示すグラフである。このグラフは、機関の軸エネルギーの割合として、種々の構成
要素のエネルギーを示し、本願が開示する機関構成が種々のサイズの機関に適用可能であ
るという事実を説明している。グラフにおいて、ターボ過給機のタービン６の上流にある
第１のボイラ２３において抽出されるエネルギーが増加すると、パワータービン３１から
抽出可能なエネルギーは減少することが分かる。この例において、補助ブロア１６にエネ
ルギーを入力する必要なく、２５．０００ｋＷをこえるエネルギーが第１のボイラ２３に
おいて抽出可能である。第２の機関構成に従う機関においては、補助ブロア１６にエネル
ギーを入力する必要なく、約１４．０００ｋＷだけが第１のボイラにおいて抽出可能であ
る。機関自体の燃料効率は、湿気を含む温かい掃気によってわずかだけしか低下しないた
め、本願が開示する、排ガスエネルギー回収システムを併用する機関１の総合燃料効率は
、排ガスエネルギー回収システム（例えば、第２の機関構成）を備える従来の機関よりも
、より大幅に効率的になる。第３の機関構成に従う機関の理想動作点は、第２の機関構成
に従う機関の動作点と同様である。
【００６８】
　第３の機関構成の変形例において、機関は、出口において排ガス温度が非常に低くなる
ように運転される。これらの温度は－４０℃まで低温度であることが可能であり、これは
、排ガスの水分が、２つの相変化を経ることを意味する。この２つの相変化は、蒸気から
液体ならびに液体から固体の変化であり、例えば、機関を出る排ガスは、雪または類似形
状の氷を含む。従って、機関は熱ポンプとしての役割を果たし、これにより、特に、電気
および地域暖房の供給に使用される熱併給発電プラントなどにおける、機械的エネルギー
および熱の両方が必要とされる用途において有益になる。この動作状態は、第１のボイラ
２３において、非常に大量のエネルギーを抽出することによって得られ、表１の例におい
て７２．０００ｋＷが抽出されている。さらに、タービン６の有効面積は、上述の例／機
関構成と比較すると約３分の１減少し、結果的に、排ガスの温度が－２５℃になる。有効
タービン面積の減少により、圧縮機９で利用可能なエネルギー量が大幅に減少する（有効
タービン面積が減少すると、タービンにおける排ガス温度低下が、ガス膨張により促進さ
れる）。従って、補助ブロアの容量および消費エネルギーが増加する。本機関構成におい
て、タービン６によって生成されるエネルギーが、全機関負荷であっても、圧縮機９に必
要とされる全掃気を生成するのに不十分であるため、補助ブロア１６は、例えば全負荷状
態において動作する。
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【００６９】
　機関が重油またはディーゼル油で稼働している場合、露点の下流にある排気部分構成要
素を耐食材料で構成し、その構成要素が、このような燃料における硫黄含有によりモータ
ーらされる酸性沈殿物に対処できるようにする（凝縮液は、硫酸を含有する）。
【００７０】
　機関が、天然ガス、あるいは実質的に硫黄が含まれない別の燃料で動作する場合、この
ような対処は必要とされない。
【００７１】
　ＭＡＮ　Ｂ＆Ｗ（登録商標）１２Ｋ９８ＭＥ機関を備える第３の機関構成のこの変形例
の動作パラメータに関する例を、以下の表１の「３冷却」の列に示す。
【００７２】
　第３の機関構成のこの変形例において、ターボ過給機のタービンの後の排ガスの温度が
低いため、低圧側に第２のボイラが存在しない。従って、このシステムは、第１のボイラ
２３のみをタービンの高圧側に備える。
【００７３】
　この機関構成の別の変形例（図示せず）において、機関には、第２のタービンが設けら
れる。この第２のタービンによって、例えば、熱併給発電プラントの夏の稼働などの、熱
の需要が少なくかつ回転力により焦点が置かれる場合に、タービンの高圧側および低圧側
においてより高い排ガス温度（例えば、低圧側で５０から２００℃の間、高圧側で１５０
から３５０℃の間）で動作するようにする。このシステムは、タービンを使用して外気未
満の排ガス温度を得るように、より大きい有効タービン面積を有する第２のタービンに切
り替えてもよく、あるいは、第２のタービンは、比較的小さいタービン面積も有し、また
、各々が小さい有効面積を有する２つのタービンを並行して使用し、その各々が排ガス流
の一部を収容するようにする。より高い排ガス温度による動作において、より大きい有効
タービン面積を有するタービン、あるいは並行して動作する小さい有効タービン面積を有
する２つのタービンは、十分なエネルギーを圧縮機に供給し、低負荷状態時にのみ補助ブ
ロアを作動する必要があるようにする。ボイラ２３で抽出されるエネルギーを適宜低減す
ることによって、ボイラ２３を出る排ガス温度が、タービン６の低圧側における排ガスの
所望の温度に適するようにする。あるいは、２つのタービンとは対照的に、可変の有効タ
ービンを有する単一のタービン（図示せず）を使用して、有効タービン面積において必要
とされる柔軟性を入手することができる。従って、この第２の変形例は、熱生成および非
常に高い総合エネルギー効率に焦点を置くモードにおいて動作可能であるが、他のモード
では、回転力生成に焦点が置かれ、そのシステムは、燃料から抽出可能な回転力量に関す
る最大効率を有するように最適化されるモードにある。
【００７４】
　図５は、本願が開示する第４の機関構成を示す。この機関構成は、排ガス導管５から分
岐する排ガス流に第１のボイラ２３が配置される以外は、実質的に第２の機関構成に相当
する。ゆえに、排ガスの分岐部分のみが、第１のボイラ２３を通過する。導管３０は、第
１のボイラ２３の出口からパワータービン３１まで排ガスを導く。この機関構成の利点は
、排ガスが、排ガス受け３から直接ターボ過給機のタービン６に流れることが可能である
という事実である。これは、機関において、加速事象に対する反応が改善されることを意
味する。パワータービン３１の出口は、破線で示されるように、第２のボイラ２０の入口
か、排気導管２１の最終部分かに連結される。パワータービン３１の出口温度に応じて連
結を選択する。パワータービン３１の出口温度が、ターボ過給機のタービン６の温度より
も大幅に低い場合、パワータービンの出口は、排気導管２１の最終部分に連結される。
【００７５】
　ＭＡＮ　Ｂ＆Ｗ（登録商標）１２Ｋ９８ＭＥ機関を備える第４の機関構成の動作パラメ
ータに関する例を、以下の表１の列「４」に示す。
【００７６】
　本例において、排ガスの２０％は、パワータービン側に分岐され、パワータービンエネ
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ルギー出力（ＰＯＰＴ）、または補助ブロア入力パワーを可能にする。
【００７７】
　システム全体からのエネルギー抽出に関する最適条件を決定することが可能である。こ
れは、ボイラの種類、蒸気タービンの種類、および大型２サイクルディーゼル機関の使用
条件などの状況によって最終的に異なる。外航船における主な焦点は回転力の提供にあり
、一方、定置式発電プラントにおける適用では、電気生成と同様に熱生成（地域暖房）に
焦点が置かれてもよい。
【００７８】
　排ガス流において利用可能なエネルギー（４５５℃および３．３５バール（絶対温度）
で１６０ｋｇ／ｓ）は、以下の４つの装置において使用可能である。
１）　ターボ過給機のタービン６の上流にある第１のボイラ２３
２）　パワータービン３１
３）　ターボ過給機のタービン６の下流にある第２のボイラ２０
４）　ターボ過給機のタービン６
【００７９】
　このシステムは、種々の動作点で動作可能であり、第１のボイラ２３およびパワーター
ビン３１によって排ガスから抽出されるエネルギー量は可変である。
【００８０】
　ターボ過給機のタービン６の上流にある第１のボイラ２３において抽出されるエネルギ
ーによって、ターボ過給機のタービン６およびパワータービン３１で利用可能なエネルギ
ーが減少するが、第２のボイラ２０において抽出されるエネルギーによるターボ過給機お
よびパワータービン動力に対する影響は全くない。
【００８１】
　第１のボイラ２３から抽出されるその他のエネルギー量に関する結果について、図５Ａ
のグラフに示す。
【００８２】
　第４の機関構成の変形例（図示せず）において、冷却ユニット１２は、冷却および加湿
ユニット１２ａに置き換えられる。この冷却および加湿ユニット１２ａは、相当量の水（
水蒸気）を給気に添加する。この機関構成における給気は、給気の加湿をしない機関構成
のように低温度まで冷却されない。この機関構成の動作パラメータについて、表１の列「
４加湿」に示す。
【００８３】
　図６は、本願が開示する第５の機関構成を示す。この機関構成は、第２のボイラ２０が
存在しないこと以外は、実質的に第２の機関構成に相当する。さらに、機関は、出口にお
いて非常に低い排ガス温度で動作する。これらの温度は、－４０℃まで低くなることが可
能であり、これは、排ガスの水分が、２つの相変化を経ることを意味する。この２つの相
変化は、蒸気から液体ならびに液体から固体の変化であり、例えば、機関を出る排ガスは
、雪または類似形状の氷を含む。従って、機関は、熱ポンプとしての役割を果たし、これ
により、具体的には、電気および地域暖房の供給に使用される熱併給発電プラントなどに
おける、機械的エネルギーおよび熱の両方が必要とされる用途において有益になる。
【００８４】
　低温度の排ガスは、ボイラ２３を出る排ガスの温度が比較的低くなるように、ボイラ２
３において非常に大量のエネルギーを抽出することによって得られる。その後、ターボ過
給機における排ガスの膨張によって、排ガス温度がさらに低下する。この温度の低下は、
外気温度だけに限定されず、外気温度未満にまで大幅に低下してもよい。従って、燃焼機
関は、その環境から低位熱エネルギーを抽出して高位熱を生成するいわゆる熱ポンプに変
化する。
【００８５】
　機関が重油またはディーゼル油で稼働している場合、露点の下流にある排気部分構成要
素を耐食材料で構成し、その構成要素が、このような燃料における硫黄含有によりモータ
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ーらされる酸性沈殿物に対処できるようにする（凝縮液は、硫酸を含有する）。
【００８６】
　機関が、天然ガス（ＬＮＧ）、ＬＰＧ、ＤＭＥ、アルコール、または実質的に硫黄が含
まれないその他の燃料で運転される場合、このような対処は必要とされない。
【００８７】
　第５の機関構成において、ターボ過給機のタービンの後の排ガスの温度が低いため、低
圧側にボイラが存在しない。従って、このシステムは、第１のボイラ２３のみをタービン
の高圧側に備える。
【００８８】
　ＭＡＮ　Ｂ＆Ｗ（登録商標）１２Ｋ９８ＭＥ機関を使用する際の第５の機関構成の動作
パラメータに関する例を、以下の表１の列「５＆６」に示す。
【００８９】
　排ガス流において利用可能なエネルギー（４５５℃および３．３０バール（絶対温度）
で１６０ｋｇ／ｓ）は、以下の３つの装置において使用可能である。
１）　ターボ過給機のタービン６の上流にある第１のボイラ２３
２）　パワータービン３１
３）　ターボ過給機のタービン６
【００９０】
　このシステムは種々の動作点で動作可能であり、第１のボイラ２３およびパワータービ
ン３１によって排ガスから抽出されるエネルギー量は可変である。
【００９１】
　ターボ過給機のタービン６の上流にある第１のボイラ２３において抽出されるエネルギ
ーによって、ターボ過給機のタービン６およびパワータービン３１で利用可能なエネルギ
ーが減少する。
【００９２】
　第５の機関構成の変形例（図示せず）において、第３の機関構成について上述のとおり
、機関には２つのタービンが設けられており、機関は、より高い排ガス温度で動作するこ
とも可能になり、また、（機関によって生成される熱電気複合に対して計算される）総合
燃料エネルギーではなく、燃料から抽出される回転力量の効率性に焦点を置くことも可能
になる。
【００９３】
　図７は、本願が開示する第６の機関構成を示す。この機関構成は、ターボ過給機８が省
略されること以外は、図６の機関構成に類似している。電動送風機１６'（「補助ブロア
」の名称は、ここでは適さない）は掃気を加圧する。排ガス側において、高能力のパワー
タービン３１'がターボ過給機のタービンの役割を引き継ぎ、また、送風機１６'に電力を
提供する電動モーター１７'に、発電機３２'を介して電気を供給する。高能力の発電機３
２により生成されるどのような余剰電力も、その他の目的に分配可能である。発電機３２
により生成される電力の管理は制御ユニット（図示せず）によって対処可能である。この
制御ユニットは、電力管理プログラムに従って、または操作者による直接命令に基づいて
動作する。タービンと圧縮機との間に固定連結がないため、タービンと圧縮機とを固定軸
連結する場合よりも柔軟に、パワータービンで生成されるエネルギーを分配することが可
能になることから、この機関はより柔軟な運転を可能とする。電池などのアキュムレータ
システム（図示せず）を使用して、送風機１６'に必要なエネルギー量の変動を調整する
ことができる。それにより、排ガス流の増加に対するタービンの反応を待たずに、噴射燃
料量の増加と同時に送風機出力も増加可能であることから、加速時の機関反応が改善され
る。
【００９４】
　第６の機関構成に従う機関は、ボイラ２３内で引き抜き可能であるエネルギー範囲にお
いて柔軟に動作可能である。従って、地域暖房のために大量の熱が必要とされる「冬」設
定または動作状態において、０℃をはるかに下回る出口における排ガス温度で、機関は熱
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ポンプとして動作し、また、「夏」設定または動作状態では、機関は熱ポンプとして動作
されず、また排ガス温度は５０℃から２００℃の範囲である。夏設定では、第２のタービ
ン（図示せず）を、タービン３１'と併用して、またはタービン３１'の代わりに使用して
、全体有効タービン面積が増加するようにする。あるいは、可変有効タービンを有する単
一のタービンを使用することができる。また、動作状態における変化は、ボイラ２３にお
いて抽出されるエネルギー量によって決定される。ボイラ２３で引き抜かれるエネルギー
量が多くなればなるほど、タービンを出る排ガス温度は低くなる。
【００９５】
　「冬」設定において、種々の温度および圧力は、第６の機関構成について提供された例
に対応する。表１を参照。
【００９６】
　第６の機関構成の変形例（図示せず）において、タービン３１'は、油圧ポンプを駆動
し、送風機１６は、油圧モーターによって駆動される（それぞれ、発電機およびモーター
の代わりに）。油圧ポンプおよびモーターは、柔軟性のために最終的には可変ストローク
を有する容積式装置であることが可能である。油圧ポンプおよびモーターは、導管および
弁を介して連結される。この導管および弁は、ポンプにより供給される油圧エネルギーが
油圧モーターへの供給に使用されるように、制御装置２７によって動作されるようにする
。
【００９７】
　第６の機関構成の別の変形例（図示せず）は、「夏」設定の効率性を最大化するように
、１８０℃の排ガスおよびパワータービン３１'の低圧側における第２のボイラで動作さ
れる。この場合、機関のパラメータは、「３冷却」の列における第３の機関構成のものに
対応する（表１参照）。
【００９８】
　機関は、上述の２つの極端な場合だけで動作可能であるわけではない。実際の所、機関
は、ボイラ２３で抽出されるエネルギー量の調整および適切な有効タービン面積の適宜選
択により、その間のいかなる所望の温度でタービンを出る排ガス温度であっても動作可能
である。本明細書において、機関は、異なる有効タービン面積を有する２つのタービンを
備えてもよく、一方のタービンは、小さい有効タービン面積を有し、もう一方のタービン
は、より大きい有効タービン面積を有する。この変形例において、機関は、その低圧側に
おける非常に低い排ガス温度のために、小さい有効タービン面積を有するタービンで動作
可能であり（熱併給発電プラントにおける冬設定）、その低圧側における中温度の排ガス
のために、より大きな有効タービン面積を有するタービンのみで動作可能であり（熱併給
発電プラントにおける春／秋設定）、そして、タービンの低圧側における高排ガス温度の
ために、両方のタービンを並行して動作可能である（熱併給発電プラントにおける夏設定
）。
【００９９】
　図８は、本願が開示する第７の機関構成を示す。この機関構成は、第４の機関構成に類
似している。しかしながら、第７の機関構成において、ターボ過給機８への空気流ならび
にターボ過給機／パワータービンからの排ガス流は２０％軽減され、その排ガスの２０％
は、第１のボイラ２３、再循環導管１９、送風機１８、およびスクラバー１８ａを介して
再循環し、インタークーラー１２の上流にある導管１１における掃気システムに戻る。パ
ワータービン３１の出口は、破線で示されるように、第２のボイラ２０の入口か、排気導
管２１の最終部分かに連結される。パワータービン３１の出口温度に応じて連結を選択す
る。パワータービン３１の出口温度が、ターボ過給機のタービン６の温度よりも大幅に低
い場合、パワータービンの出口は、排気導管２１の最終部分に連結される。
【０１００】
　前述の機関構成と同じ機関を使用するこの機関構成の動作パラメータに関する例を、表
１の列「７」に示す。
【０１０１】
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　３．６バールの掃気圧力でこの空気量１２８ｋｇ／ｓを生成するためには、ターボ過給
機圧縮機には、約２０．０００ｋＷのパワー入力が必要となる。
【０１０２】
　このエネルギーは、ターボ過給機のタービンによって排ガスから抽出されなければなら
ない。排ガスは、２２．４００ｋＷを含む。必要とされる２０．０００ｋＷを生成するた
めには、ターボ過給機のタービンは、２００００／２２４００＊１００％＝８９％の排ガ
ス流のみを必要とする。残りの１１％の排ガス流は、パワータービン３１において使用可
能である。さらに、排ガス再循環流は、全排ガス流の２０％であり、流線における全エネ
ルギーは、第１のボイラ２３において利用可能である。
【０１０３】
　第２のボイラ２０の入口温度は、ボイラ１において抽出されるエネルギーに応じて可変
であり、温度が３００℃を下回ると出口温度が１８０℃を下回るため、約３００℃を下回
るべきではない（天然ガスまたは別の硫黄を含まない燃料を使用する場合、総合エネルギ
ー効率を最大化するために、排ガスの凝縮または起こり得る凝固を考慮して、より低い温
度を選択することが可能である）。
【０１０４】
　パワータービン３１は、パワータービン入口温度に応じて、あるいは、パワータービン
入口が続く第１のボイラ２３で抽出される実際のエネルギー量に応じてのみ、エネルギー
を供給する。
【０１０５】
　さらに、ボイラ入口温度は、ターボ過給機出口温度とパワータービン出口温度の混合で
ある。
【０１０６】
　この機関構成は、排ガスの低ＮＯｘ値を得るということにおいて特に有利である。
［表１］
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【０１０７】
　上述の機関構成は、２ステージ蒸気システムで説明された。しかしながら、蒸気システ
ムは、単一ステージのシステムとして、あるいは２つ以上のステージを含むシステムとし
て実行されることも可能である。
【０１０８】
　図１および２を参照して説明されるような、排ガス受け内に配置されるボイラを有する
機関構成は、図３、３ａ、４、４ａ、５～８において説明されたその他の機関構成と組み
合わせ可能である。
【０１０９】
　上述の例は全て、その最大連続負荷（Ｍａｘｉｍｕｍ　Ｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ　Ｒａｔ
ｉｎｇ；　ＭＣＲ）で稼働する機関についてである。これらの機関は、異なる負荷下で稼
働可能であり、吸気および排気システムにおける温度および圧力についてその他の値をも
たらすことに留意されたい。
【０１１０】
　上述の機関構成および例は、一つの特定モデルの大型２サイクルディーゼル機関に基づ
いており、その他のサイズおよび種類の燃焼機関も、本明細書に記載される構成に関連し
て有利に使用可能である。
【０１１１】
　典型的には、大型２サイクルディーゼル機関のシリンダを出る排ガス温度は、４００か
ら５００℃の間である。このような機関のシリンダを出る排ガス圧力は、通常は、２バー
ルを上回り、典型的には、３から４バールの間である。
【０１１２】
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　特に、タービンの排ガスを外気温度未満へと拡張する概念は、２サイクルおよび４サイ
クル燃焼機関に使用可能である。
【０１１３】
　請求項で使用される用語の「備える」は、その他の要素またはステップを除外しない。
請求項で使用される単数形の用語は、複数形を除外しない。
【０１１４】
　請求項で使用される参照符号は、範囲を限定するものとして解釈されないものとする。
【０１１５】
　説明の目的のために、本願が開示する種々の機関構成について詳しく記載されたが、こ
のような詳細が単にその目的のためのものだけではないこと、ならびに本願の開示範囲を
逸脱することなく、当業者によって変更可能であることを理解されたい。
【０１１６】
　この段落には、本願の原出願（特願２００９－５０３４１８）について、平成２２年３
月１５日に提出した手続補正書に記載の特許請求の範囲に記載のテキストを収録する。
（１）排ガスがマニホールド管から直接排ガス受けへと流れるように、前記マニホールド
管を介して前記排ガス受けに連結されるシリンダと、
　前記排ガス受けからターボ過給機のタービンの入口に前記排ガスを導くための上流排ガ
ス導管であって、前記排ガス受けの出口に接続される上流排ガス導管と、
　前記ターボ過給機の前記タービンの出口から外部へと前記排ガスを導くための下流排ガ
ス導管と、
　前記排ガスから熱エネルギーを回収するための１つ以上の排ガスボイラまたは熱交換器
と、
を備えるクロスヘッド式大型２サイクルターボ過給型ディーゼル機関であって、前記ボイ
ラまたは熱交換器のうちの少なくとも１つが前記排ガス受け内に配置されることを特徴と
する、クロスヘッド式大型２サイクルターボ過給型ディーゼル機関。
（２）前記ターボ過給機の低圧側に予熱ボイラをさらに備え、前記排ガス受けに配置され
る前記ボイラは、前記ターボ過給機の低圧側の前記ボイラによって生成される蒸気を過熱
するために使用される、（１）に記載の機関。
（３）前記１つまたは複数のボイラによって生成される蒸気によって駆動される蒸気ター
ビンをさらに備える、（１）または（２）に記載の機関。
（４）前記パワータービンは発電機を駆動する、（３）に記載の機関。
（５）前記排ガス受けは複数のボイラを収容する、（１）から（４）のいずれかに記載の
機関。
（６）前記複数のボイラは、予熱および過熱ボイラを備える多段階式蒸気過熱蒸気生成シ
ステムを形成する、（５）に記載の機関。
（７）前記排ガス受けは、長手方向において、排ガス収集チャネルと熱交換チャネルに分
割される、（１）に記載の機関。
（８）前記熱交換チャネルは環状の断面を有し、その中に弧状のボイラ部分が収容される
、（７）に記載の機関。
（９）給気圧縮機に連結される排ガスタービンを有するターボ過給機と、
　シリンダの下流側で前記ターボ過給機の高圧側に設けられる第１の排ガスボイラと、
　前記ターボ過給機の前記高圧側から分岐する排ガスの一部によって駆動されるパワータ
ービンと、
を備え、前記パワータービンで大きな回転エネルギーを発生する代わりに前記ボイラで多
量の熱を発生するように運転されうる、クロスヘッド式大型２サイクルターボ過給型ディ
ーゼル機関。
（１０）前記ターボ過給機の低圧側に第２の排ガスボイラをさらに備える、（９）に記載
の機関。
（１１）前記第１の排ガスボイラには前記排ガスの全部が流れ、前記パワータービン用の
前記排ガスの一部は前記第１の排ガスボイラの下流で分岐する、（１０）に記載の機関。
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（１２）前記第１の排ガスボイラには前記分岐した分の前記排ガスのみが流れる、（１０
）または（１１）に記載の機関。
（１３）前記パワータービンを出る前記排ガスは、前記ターボ過給機の低圧側でメインの
排ガス流に再流入される、（９）から（１２）のいずれかに記載の機関。
（１４）前記パワータービンは発電機を駆動する、（９）から（１３）のいずれかに記載
の機関。
（１５）前記第２の排ガスボイラは予熱ボイラとしての役割を果たし、前記第１の排ガス
ボイラは、前記第２の排ガスボイラによって生成される蒸気を過熱するために使用される
、（１０）から（１４）のいずれかに記載の機関。
（１６）前記第１および第２の排ガスボイラによって生成される過熱蒸気によって駆動さ
れる蒸気タービンをさらに備える、（１５）に記載の機関。
（１７）前記機関は、高度に過熱された蒸気を得るために、前記第１の排ガスボイラにお
いて相当量のエネルギーを回収するように動作し、それによって、前記蒸気タービンの効
率性を改善する、（１５）に記載の機関。
（１８）前記ボイラおよび／またはパワータービンにおけるその後の回収のために、前記
排ガスのエネルギー含量を増加させるべく、シリンダに入る掃気が高い絶対水蒸気含量を
有するように、前記掃気が比較的高い温度を保つように掃気冷却が行われ、また該掃気が
加湿される、（９）から（１７）のいずれかに記載の機関。
（１９）各々が、それぞれのマニホールド管を介して排ガス受けに連結される複数のシリ
ンダを備え、前記第１の排ガスボイラおよび／または前記第２の排ガスボイラは、前記排
ガス受け内に配置される、（１０）から（１８）のいずれかに記載の機関。
（２０）前記第１のおよび／または第２のボイラの冷却能力は、排ガス温度が外気未満と
なるように選択される、（１０）から（１９）のいずれかに記載の機関。
（２１）前記排ガス流の一部は再循環される、（９）から（２０）のいずれかに記載の機
関。
（２２）再循環される前記排ガスの一部は、前記第１のボイラの下流の排ガス流から分岐
される、（２１）に記載の機関。
（２３）運転条件の調節の自由度を向上させつつ、排ガスからのエネルギーの回収能力を
も向上させるために、
　発電機を駆動する排ガスタービンと、
　電動モーターによって駆動される給気圧縮機と、
　シリンダの下流側で前記タービンの高圧側に設けられる、前記排ガスから熱を抽出する
熱交換器と、
を備え、前記熱交換器が、前記熱交換器の下流の前記タービンを出る排ガスの温度が外気
温度未満になるように、前記熱交換器を出る前記排ガスの温度を低下させるように構成さ
れる、クロスヘッド式大型過給型２サイクルディーゼル機関。
（２４）前記発電機から発生した電力が、電力制御プログラム又はオペレータによる操作
に従って運転される制御ユニットによって取り扱われる、（２３）に記載の大型過給型２
サイクルディーゼル機関。
（２５）前記熱交換器は、蒸気を生成するために使用される、（２３）または（２４）に
記載の大型過給型２サイクルディーゼル機関。
（２６）前記発電機により生成される電気エネルギーの一部を蓄積する手段と、前記保存
された電気エネルギーを前記電動モーターに供給する手段と、をさらに備える、（２５）
に記載の大型過給型２サイクルディーゼル機関。
（２７）前記発電機によって生成される前記電気エネルギーと、前記保存されたエネルギ
ーとの分配を制御する手段をさらに備える、（２６）に記載の大型過給型２サイクルディ
ーゼル機関。
（２８）前記熱交換器からの熱の補助によって生成される蒸気によって駆動される蒸気タ
ービンをさらに備える、（２５）から（２７）のいずれかに記載の大型過給型２サイクル
ディーゼル機関。



(21) JP 5121892 B2 2013.1.16

10

20

30

40

50

（２９）電力及び熱を発生させるために、熱併給発電プラントにおいて用いられるクロス
ヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関であって、
　外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気システムであって、圧力が外気を
上回る給気を、前記機関のシリンダに供給するための圧縮機を備える吸気システムと、
　排ガスによって駆動されるタービンと、
　前記シリンダの下流側且つ前記タービンの高圧側に設けられる、前記排ガスから熱を抽
出する熱交換器と、
を備え、前記熱交換器および前記タービンは、前記タービンの低圧側における排ガス温度
が外気未満となるように構成される、クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関。
（３０）外気未満の排ガス温度は、前記熱交換器を通る排ガスの温度低下を促進するため
の大容量の熱交換器と、排ガスが前記タービン内で膨張する際に排ガスの温度の低下を促
進するための小さな有効タービン面積と、によって得られる、（２９）に記載の機関。
（３１）前記シリンダを出る排ガスの温度は４００℃から５００℃の間であり、排ガスボ
イラを出る排ガスの温度は１１０℃未満であり、前記ボイラを出る排ガスの圧力は２バー
ルを上回る、（２９）に記載の機関。
（３２）前記タービンおよび前記圧縮機は、ターボ過給機を形成するために、軸によって
連結される、（２９）から（３２）に記載の機関。
（３３）特に前記機関がその最大連続負荷において動作する際に、前記機関のシリンダに
給気を供給すべく前記タービンを補助する補助ブロアをさらに備える、（３２）に記載の
機関。
（３４）前記ボイラの下流にある前記ターボ過給機タービンへの排ガス流から分岐する排
ガスによって駆動されるパワータービンをさらに備える、（３２）または（３３）に記載
の機関。
（３５）前記熱交換器によって前記排ガスから抽出される熱で生成される蒸気によって、
動力を供給される蒸気タービンをさらに備える、（２９）から（３４）のいずれかに記載
の機関。
（３６）前記圧縮機の高圧側に給気加湿ユニットをさらに備える、（２９）から（３５）
のいずれかに記載の機関。
（３７）前記タービンを出る前記排ガスの圧力は外気圧力に等しい、あるいは外気圧力よ
りも若干上回る、（２９）から（３６）のいずれかに記載の機関。
（３８）前記タービンを出る前記排ガスの温度は、少なくとも前記機関がその最大連続負
荷で稼働している場合に外気温未満である、（２９）から（３７）のいずれかに記載の機
関。
（３９）前記タービンを出る前記排ガスの温度は、少なくとも前記機関がその最大連続負
荷で稼働している場合に、－５℃から－４０℃の間である、（２９）から（３８）のいず
れかに記載の機関。
（４０）前記タービンの代わりに又は前記タービンと併用して使用される別のタービンを
さらに備え、前記別のタービンは、前記１つまたは複数のタービンの低圧側における排ガ
ス温度が外気を上回るように有効タービン面積を変更するべく設けられる、（２９）から
（３９）のいずれかに記載の機関。
（４１）前記タービンは、様々な温度の排ガス温度で前記機関を動作させるために、有効
タービン面積が可変な種類のものである、（２９）から（４０）のいずれかに記載の機関
。
（４２）クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関であって、
　外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気システムであって、圧力が外気を
上回る給気を前記機関のシリンダに供給するための圧縮機を備える吸気システムと、
　排ガスによって駆動される、所定の有効タービン面積を有する第１のタービンと、
　排ガスによって駆動される、所定の有効タービン面積を有する第２のタービンと、
　前記シリンダの下流側で前記タービンの高圧側に設けられる、前記排ガスから熱を抽出
する熱交換器と、
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　前記タービンの低圧側における排ガス温度を調節するために、片方または両方のタービ
ンを選択的に使用し、前記熱交換器によって抽出されるエネルギー量を調節する手段と、
を備える、クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関。
（４３）クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関であって、
　外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気システムであって、圧力が外気を
上回る給気を前記機関のシリンダに供給するための圧縮機を備える吸気システムと、
　排ガスによって駆動される、有効タービン面積が可変のタービンと、
　前記シリンダの下流側で前記タービンの高圧側に設けられる、前記排ガスから熱を抽出
する熱交換器と、
を備え、前記タービンの低圧側における排ガス温度を変化させ、それによって前記熱交換
器によって抽出されるエネルギー量を調節する、クロスヘッド式過給型２サイクルディー
ゼル機関。
（４４）クロスヘッド式過給型２サイクルディーゼル機関を動作させる方法であって、
　前記機関が、外気圧力および外気温度の空気を取り込むための吸気システムであって、
圧力が外気を上回る給気を前記機関の前記シリンダに供給するための圧縮機を備える吸気
システムと、排ガスによって駆動される所定の有効タービン面積を有する第１のタービン
と、排ガスによって駆動される所定の有効タービン面積を有する第２のタービンと、前記
シリンダの下流側で前記タービンの高圧側に設けられる、前記排ガスから熱を抽出する熱
交換器とを備え、
　前記タービンのいずれか１つ以上の低圧側において様々な排ガス温度が得られるように
前記タービンを選択的に使用し、それによって前記熱交換器によって抽出されるエネルギ
ー量を調節することを含む、方法。

【図１】 【図２】
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